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報道関係者各位 

プレスリリース 

 

最新企業調査：働き方改革は「労働時間短縮」が重視、 

本質的な生産性向上に多くの企業では至っていない 

 

2019 年 9 月 10 日 - ゾーホージャパン株式会社（代表取締役：迫 洋一郎、本社：横浜市）は本日、企業調査

レポート「情報システム（IT）部門における働き方改革調査レポート」を発表しました。 

本調査は、昨今トレンドである働き方改革が真の意味で実施されているのかを確認すべく実施いたしました。対

象としては企業全体での取り組みの他に、情報システム(IT)部門に焦点を当てています。 

 

弊社による本調査から判明した日本企業における主な課題は以下の通りです。 

 

1. 働き方改革は「労働時間短縮」に関する項目が重視され、本質的な生産性向上には

多くの企業では至っていない 

 

2. 働き方改革において関与部門として情報システム（ＩＴ）部門がもっとも多いにも

関わらず、情報システム（ＩＴ）部門自体の生産性向上は立ち遅れている 

 

※調査方法についてはページ下部を参照ください 

調査理由 

■働き方改革は真に行われているのか？ 

働き方改革関連法が 2019 年 4 月より開始されました。これは他の先進国より労働生産性が低い日本の労働生産

性を上げることを目的としています。 

しかしながら、世間では罰金により労働時間削減や有給休暇消化などが主に注目され、施策もそちらに偏る傾向

があると言えるでしょう。これらの状況を踏まえ、手段が目的と化しているなか、本来の生産性向上を真に達成で

きているのでしょうか。 

また「リモートワーク」や「残業時間の計測」のために情報システム(IT)が欠かせませんが、インフラ環境を整

えるために尽力する情報システム(IT)部門の改革はできているのでしょうか。 

上記の疑問を解消すべく、現状を知ることを目的とし、全社および情報システム(IT)部門の働き方改革の現状、
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並びに情報システム(IT)部門の体制や業務課題を調査いたしました。 

 

 

調査結果 

■調査結果 1 

重視される項目は労働時間が主で本質的な生産性向上よりも先行 

500 名を対象に調査を実施したところ、349 名(全体の 69.8%)もの所属企業が働き方改革に「積極的に取り組

んでいる」または「部分的に取り組んでいる」と回答しています。 

働き方改革に関する企業全体の取り組みは「長時間労働の是正」が 85%を超え、効果がでている項目でも「残業

時間の削減」が 75%を上回りともに１位となりました。 

一方で効果がでているテーマにおいて「システムやツール導入による業務の効率化」が 25.5%、「業務の標準化

やプロセスの改善」は 15.2%となり、本質的な生産性に関わる業務の効率化についての効果は高くない結果となっ

ています。(図 1 参照) 

 

図 1. 企業で働き方改革の効果が出ているテーマ上位 6 つ 
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■調査結果 2 

働き方改革の効果は情報システム（ＩＴ）部門へはやや立ち遅れ 

情報システム(IT)部門に注目した場合、働き方改革の効果について「効果が出ている」、「やや効果が出ている」

の回答は前者と比べた場合、-7.2point という結果となりました。また「効果がない」、「あまり効果が出ていない」

という否定的な回答は全社に比べ+8.9point となり、情報システム(IT)部門への効果はやや立ち遅れていることを

示唆しています。(図 2 参照) 

 

図 2. 全社と情報システム(IT)部門の効果の比較 

 

情報システム(IT)部門での働き方改革の取り組みの内、成果が出ている事項上位 2 つは、「残業時間の削減」「有

給休暇の取得促進」となりました。これは、企業全体での成果が出ている事項上位 2 つと一致しますが、ともに約

20point 程度低い結果となります。 

また企業全体での傾向と同様に、情報システム(IT)部門の成果が出ている事項の 「システムやツール導入による

業務の効率化」が 21.5%、「業務の標準化やプロセスの改善」は 10.3%と本質的な生産性に関わる項目の効果は高

くないと言えます。(図 3 参照) 
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図 3. 情報システム(IT)部門で働き方改革の効果が出ているテーマ上位 6 つ 

 

 

■調査結果 3 

情報システム（ＩＴ）部門の人手不足と変わらない生産性 

情報システム（IT）部門の人数は足りているかという設問で肯定的な回答は 10%程度にとどまりました。「そう

思わない」、「あまりそう思わない」という回答は企業規模に関係なく 50％を超えました。情報システム（IT）部門

の課題を問う質問においても「慢性的な人員の不足」が約 47％で最も多い回答となっています。(図 4 参照) 
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図 4. 情報システム(IT)部門の人数の過不足について 

 

直近１年間における情報システム（IT）部門の生産性の向上は、「変わらないと思う」が約 54％と多くを占めま

した。生産性が「向上していると思う」は約 13％。「生産性は低下していると思う」が約 18％と、生産性向上に肯

定的でない意見が多く示されています。(図 5 参照) 

 

図 5. 情報システム(IT)部門の生産性について 
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ドリルダウン 

■情報システム(IT)部門の生産性向上を妨げているものは何か？ 

本調査により働き方改革の取り組みにおいて、人手不足と生産性向上が課題であることが浮き彫りとなりました。 

しかし、情報システム(IT)部門の増員予定を訊いた質問では「増員予定」と回答した方は全体の 24.6%となり、大

きくは期待できません。 

一方で、生産性の向上は現在のリソースで達成できる可能性を秘めています。大きく生産性の向上を目指す場合、

まずはどのような業務がボトルネックとなっているのか洗い出す必要があります。 

 

本調査では「ウェイトが高い業務」、「業務負荷が高い業務」、「業務負荷を下げたい業務」等の質問により情報シス

テム(IT)部門が課題としている問題をドリルダウンしています。下記より無料でダウンロードいただけますので、

是非ご覧ください。 

皆様の企業活動の一助となりましたら幸いです。 

 

また本調査報告書には、単純集計に加えて、クロス集計も実施しています。「従業員規模別」や「情報システム(IT)

部門の専任の人数別」でデータをご覧いただけます。 

 

調査レポートについて詳しくはこちら 

 

(www.manageengine.jp/download/enter.php?Category=ManageEngine&dl=DL_1&nickname=AD360&No=2898) 

 

 

「本レポートを読み解いてほしい！」そんな方へ 

本調査レポートの解説セミナーはこちら 

 

(https://www.manageengine.jp/news/workstylereform_seminar.html) 

■調査方法 

 本調査は、ゾーホージャパン株式会社が株式会社ウィットの監修を受け、下記内容で実施しました。 

 

レポートをダウンロード 

情報システム(IT)部門働き方改革調査レポート 

解説セミナー 

https://www.manageengine.jp/download/enter.php?Category=ManageEngine&dl=DL_1&nickname=AD360&No=2898
https://www.manageengine.jp/download/enter.php?Category=ManageEngine&dl=DL_1&nickname=AD360&No=2898
https://www.manageengine.jp/news/workstylereform_seminar.html
https://www.manageengine.jp/download/enter.php?Category=ManageEngine&dl=DL_1&nickname=AD360&No=2898
https://www.manageengine.jp/news/workstylereform_seminar.html
https://www.manageengine.jp/news/workstylereform_seminar.html
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調査機関：２０１9 年５月３１日（金）～６月３日（月）の３日間 

調査地域：全国（日本） 

調査方法：インターネット定量調査 

対象者：・情報システム（IT）部門に所属し、職務経験が 3 年以上 

・勤務先の従業員規模数が 100 人以上（正社員数） 

有効数：500 名 

ManageEngine について 

ManageEngine は、ゾーホージャパン株式会社が提供するネットワークや IT サービス、セキュリティ、デスクト

ップ・ノート PC、ビジネスアプリケーションなどを管理する製品・サービス群です。必要十分な機能に限定、か

つ、直感的な操作が可能な画面設計により、短期間での導入が可能であり、その後の運用フェーズにおいても手間

がかからず、よりシンプルな IT 運用管理を実現します。 

また、中堅・中小企業でも導入しやすいリーズナブルな価格で、これまで大手 IT ベンダーが提供する複雑で高額

なツールを利用していた企業や、ツールを自社開発していた組織にも採用されてきました。現在では、日本国内の

一般企業、官公庁や自治体などへ、5,000 ライセンスを超える販売実績があり、安心して使える製品・サービス

です。 

最大で 29 言語に対応する製品・サービスは、北米、欧州をはじめ、南米、中東、アジアなど世界で 18 万社以上

の企業や組織が導入し、企業・組織の IT 運用管理のシンプル化、グローバル化に貢献しています。 

 

https://www.manageengine.jp/ 

ゾーホージャパン株式会社について 

ゾーホージャパン株式会社は、ワールドワイドで事業を展開する Zoho Corporation Pvt. Ltd.（本社：インド タ

ミル・ナドゥ州チェンナイ CEO：Sridhar Vembu）が開発/製造したネットワーク管理開発ツールや企業向け IT

運用管理ソフトウェア、企業向けクラウドサービスを日本市場に提供すると同時に関連するサポート、コンサルテ

ィングなども提供しています。 

企業向け IT 運用管理ツール群「ManageEngine」は、世界 18 万社を超える顧客実績を誇り、国内でも販売本数を

伸ばしています。「ManageEngine」は、ネットワーク管理の OEM 市場でスタンダードとして認知されてきたネッ

トワーク管理開発ツール「WebNMS」のノウハウや経験を生かして開発されたものです。 

また、業務改善/生産性向上を支援する企業向けクラウドサービス群「Zoho」は、世界で 4,500 万人を超えるユー

ザーに利用されています。国内では「Zoho CRM」や、40 種類以上の業務アプリケーションを利用できる「Zoho 

One」を中心にユーザー数を増やしています。 

 

https://www.manageengine.jp/
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https://www.zoho.co.jp/ 

 

【お問い合わせ先】 

■報道関係からのお問い合わせ先： ゾーホージャパン株式会社 マーケティング部  

Mail： jp-memarketing@zohocorp.com TEL： 045-319-4613 

■お客様からのお問い合わせ先： ゾーホージャパン株式会社 営業部  

Mail： jp-mesales@zohocorp.com  TEL： 045-319-4612 

■ゾーホージャパン URL： https://www.zoho.co.jp/    

■ManageEngine 事業サイト URL： https://www.manageengine.jp/ 

本資料に掲載されている製品、会社などの固有名詞は各社の商号、商標または登録商標です。®マーク、TM マークは省略しています。 
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